
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ 税制・税務一般 

  



 １ 市税一覧表（令和５年度） 

区分 

税目 
納税義務者・課税客体 課 税 標 準 ・ 税 率 徴収方法 納  期 

市

民

税 

個

人

市

民

税 

 

（１）市内に住所を有する

個人 

 

（均等割） 

年  額  3,000 円 

（平成26年度から令和5年度まで  3,500 円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

普通徴収 

 

 

 

又は 

 

 

 

 

特別徴収 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別徴収 

 

 

 

 

 

 

 

1 期 6 月  

2 期 8 月  

3 期 10 月 

4 期翌年 

  １月 

 

 

 

給与所得者 

6 月～翌年 

5 月各月分 

を翌月10日 

まで 

 

公的年金受 

給者 4 月～ 

翌年 2 月各 

月分（偶数 

月に限る） 

を翌月10日 

まで（開始 

年度は年税 

額の 1/2 は 

6 月、8 月 

に普通徴収 

となる） 

 

 

 

 
 
徴収した月 

の翌月10日 

まで 

 

 

（所得割） 

ア 所得割（下記イに該当する退職所得を除く。） 

 （ア）課税総所得金額、課税退職所得金額又は課税山林所

得金額に一律 8％（平成 29 年度までは 6％）の税率を

適用する。 

 （イ）次の各所得金額については、特別の税率による。 

     土地建物等の課税長期譲渡所得金額、土地建物等の

課税短期譲渡所得金額、株式等に係る課税譲渡所得等の

金額（注 1）、上場株式等に係る課税配当所得等の金額

（注2）、先物取引に係る課税雑所得等の金額 

   （注1）特別徴収で完結した特定株式等譲渡所得金額に

係る所得を除く。 

   （注2）申告分離課税を選択した上場株式等の配当等に

係る配当所得に限る。 

イ 分離課税に係る所得割 

退職所得の金額（退職手当等の収入金額から退職所得控

除額を差し引いた後の1/2の額）については、一律6％の

税率を適用する。 

 

（２）市内に事務所、事業

所又は家屋敷を有する

個人で同一区内に住所

を有しない者 

 

（均等割） 

年  額  3,000 円 

（平成26年度から令和5年度まで  3,500 円） 

 

 

普通徴収 

 

 

6 月 
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区分 

税目 
納税義務者・課税客体 課 税 標 準 ・ 税 率 徴収方法 納  期 

市

民

税 

法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人

市

民

税 

 

（３） 

 ア 市内に事務所又は事

業所を有する法人 

 イ 市内に収益事業を行

う事務所又は事業所を

有する準法人又は公益

法人等 

 

 

 

 

（均等割） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）1  資本金等の額とは、資本金の額又は出資金の額

と資本準備金などの所定の金額との合計額（保険

業法に規定する相互会社にあっては純資産額）を

いう。 

     平成27年4月1日以後に開始する事業年度から、

均等割の税率区分の基準となる資本金等の額は 

次の①と②を比較し、大きい方の額をいう。 

① 法人税法上の資本金等の額－無償減資等によ

る欠損てん補額＋無償増資額 

② 「資本金＋資本準備金」又は「出資金の額」 

   2  法人課税信託の受託者については、「資本金等の

額」を「固有法人の資本金等の額」と読み替える。 

 

（法人税割） 

法人税額の 8.2％（平成 26 年 9 月 30 日以前に開始した事

業年度分については14.5％。平成26年 10月 1日以降令和元

年9月30日以前に開始した事業年度分については11.9％）。

ただし、以下の法人は 6.0％（平成 26 年 9 月 30 日以前に開

始した事業年度分については12.3％。平成26年 10月 1日以

降令和元年 9 月 30 日以前に開始した事業年度分については

9.7％）の税率を適用する。 

①資本金等の額が 3 億円（平成 13 年 3 月 31 日以前に終了

した事業年度分については 1 億円）以下で、課税標準と

なる法人税額年1,600万円以下の法人 

②資本金の額若しくは出資金の額を有しない法人（保険業

法に規定する相互会社を除く）又は準法人で、課税標準

となる法人税額年1,600万円以下のもの 

③ 中小企業団体の組織に関する法律第

3条に掲げる法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各事業年度終了の日の翌日

から 2 月以内（法人税の確

定申告書の提出期限の延長

の特例を適用されるものは

さらに延長、中間申告の場

合は事業年度開始の日以後

6 月を経過した日から 2 月

以内）に申告納付。 

ただし、グループ通算子法

人の場合、中間申告の納付

期限等が異なる場合があ

る。 

なお、均等割申告を行う公

益法人等については4月30

日までに申告納付。 

 

資 本 金 等 の 額 区内の従業者数 税   率 

① 資本金等の額を有しない法人  50,000円 

② 1,000万円以下である法人 
50人以下 50,000円 

50人超 120,000円 

③ 
1,000万円を超え、 

1億円以下である法人 

50人以下 130,000円 

50人超 150,000円 

④ 
1億円を超え、 

10億円以下である法人 

50人以下 160,000円 
50人超 400,000円 

⑤ 
10億円を超え、 

50億円以下である法人 

50人以下 410,000円 
50人超 1,750,000円 

⑥ 50億円を超える法人 
50人以下 410,000円 

50人超 3,000,000円 

 

-153-



 

市

民

税 

法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人

市

民

税 

 

（４） 

 ア 市内に寮等を有する

法人、準法人又は公益

法人等でその市内に事

務所又は事業所を有し

ないもの 

 イ 市内に事務所又は事

業所を有する収益事業

を行わない公益法人等 

 

 

 

 

（均等割） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）1  資本金等の額とは、資本金の額又は出資金の額

と資本準備金などの所定の金額との合計額（保険

業法に規定する相互会社にあっては純資産額）を

いう。 

     平成27年4月1日以後に開始する事業年度から、

均等割の税率区分の基準となる資本金等の額は 

次の①と②を比較し、大きい方の額をいう。 

① 法人税法上の資本金等の額－無償減資等によ

る欠損てん補額＋無償増資額 

② 「資本金＋資本準備金」又は「出資金の額」 

   2  法人課税信託の受託者については、「資本金等の

額」を「固有法人の資本金等の額」と読み替える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各事業年度終了の日の翌日

から 2 月以内（法人税の確

定申告書の提出期限の延長

の特例を適用されるものは

さらに延長、中間申告の場

合は事業年度開始の日以後

6 月を経過した日から 2 月

以内）に申告納付。 

ただし、グループ通算子法

人の場合、中間申告の納付

期限等が異なる場合があ

る。 

なお、均等割申告を行う公

益法人等については4月30

日までに申告納付。 

 

 
（５） 

 ア （３）のア、イ又は

（４）のイのうち、法

人課税信託の引受けを

行うことにより法人税

を課されるもの 

 イ 法人課税信託の引受

けを行うことにより法

人税を課される個人

で、区内に事務所又は

事業所を有するもの 

 
（法人税割） 

法人課税信託に係る法人税額の 8.2％（平成 26 年 9 月 30

日以前に開始した事業年度分については 14.5％。平成 26 年

10 月 1 日以降令和元年 9 月 30 日以前に開始した事業年度分

については11.9％） 

 

固

定

資

産

税 

所

有

者 

 
土 地 

 
家 屋 

 
償 却 資 産 

 
固定資産課税台帳に登録された価格（土地については、負担

調整措置等に基づいて計算された額）の1.4％ 普通徴収 

 
1 期

2 期

3 期

4 期

 
4 月 

7 月 

12 月 

翌年 2 月 

 

   （注）「市民税」の欄中「準法人」とは、法人でない社団又は財団で代表者又は管理者の定めがあるものをいう。 

資 本 金 等 の 額 区内の従業者数 税   率 

① 資本金等の額を有しない法人  50,000円 

② 1,000万円以下である法人 
50人以下 50,000円 

50人超 120,000円 

③ 
1,000万円を超え、 

1億円以下である法人 

50人以下 130,000円 

50人超 150,000円 

④ 
1億円を超え、 

10億円以下である法人 

50人以下 160,000円 
50人超 400,000円 

⑤ 
10億円を超え、 

50億円以下である法人 

50人以下 410,000円 
50人超 1,750,000円 

⑥ 50億円を超える法人 
50人以下 410,000円 

50人超 3,000,000円 
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区分 

税目 
納税義務者・課税客体 課 税 標 準 ・ 税 率 徴収方法 納  期 

 

（１）原動機付自転車 

 ア 総排気量が50cc以下

のもの又は定格出力が

0.6kw以下のもの 

（エに掲げるものを除く。） 

 イ 2輪のもので、総排気

量が 50cc を超え、90cc

以下のもの又は定格出

力が0.6kwを超え0.8kw

以下のもの 

 ウ 2輪のもので、総排気

量が 90cc を超えるもの

又は定格出力が 0.8kw

を超えるもの 

 エ 3 輪以上のもので総

排気量が 20cc を超える

もの又は定格出力が

0.25kwを超えるもの 

 

1台について 

年   額    2,000 円 

 

 

 

年   額    2,000 円 

 

 

 

 

年   額    2,400 円 

 

 

 

年   額    3,700 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普通徴収 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 月 

軽

自

動

車

税

（

種

別

割

） 

 

所

有

者 
 
 
 

（
又

は

使

用

者
） 

 

（２）小型特殊自動車 

 ア 農耕作業用のもの 

 イ その他 

 （ア）2輪のもの（側車

付 の も の を 含

む。） 

 （イ）3輪のもの 

（ウ）4輪以上のもの 

    乗用のもの 

          自家用 

貨物用のもの 

           自家用 

 

1台について 

年   額    2,400 円 

 

年   額    3,600 円 

 

 

年   額    3,900 円 

 

 

年   額    10,800 円 

 

年   額    5,000 円 

 

（３）軽自動車 

 ア 雪上車 

 イ その他 

 （ア）2輪のもの（側車

付 の も の を 含

む。）で総排気量

250cc以下 

 （イ）3輪のもの 

 

 

 

 

 

（ウ）4輪以上のもの 

    乗用のもの 

          営業用 

 

 

 

 

 
 

          自家用 

 

 

 

 

1台について 

年   額    3,600 円 

 

年   額    3,600 円 

 

 

 

年   額    3,100 円 ※1 

         3,900 円 ※2 

         4,600 円 ※3 

         1,000 円 ※4 

         2,000 円 ※4 

         3,000 円 ※4 

 

 

年   額    5,500 円 ※1 

           6,900 円 ※2 

           8,200 円 ※3 

           1,800 円 ※4 

           3,500 円 ※4 

           5,200 円 ※4 
 

年   額    7,200 円 ※1 

           10,800 円 ※2 

           12,900 円 ※3 

           2,700 円 ※4 
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貨物用のもの 

          営業用 

 

 

 

 

 

 

           自家用 

 

 

 

 

 

 

 

 

年   額    3,000 円 ※1 

         3,800 円 ※2 

         4,500 円 ※3 

         1,000 円 ※4 

          

 

 

年   額    4,000 円 ※1 

         5,000 円 ※2 

         6,000 円 ※3 

         1,300 円 ※4 

 

※1 平成27年 3月 31日以前の新規検査分 

※2 平成27年 4月 1日以降の新規検査分 

※3 新規検査から13年を経過 

※4 グリーン化特例（軽課）により令和4年4月1日か 

  ら令和5年3月31日までに新規検査を受けた一定の 

  環境性能を有する軽自動車。燃費性能に応じて令和5 

  年度分のみ適用される。（別表参照。） 

 

（別表） 

    税率 

 

 

車種区分 

税率 

電気・ 

天然ガス＊1 

ガソリン・ 

ハイブリッド＊2 

基準１＊3 基準２＊4 

三輪 1,000円 2,000 円 3,000 円 

四

輪

以

上 

乗用 

自家用 
2,700円   

乗用 

営業用 
1,800円 3,500 円 5,200 円 

貨物 

自家用 
1,300円   

貨物 

営業用 
1,000円   

＊1 平成 21 年排出ガス規制＋10%NOx 低減達成車又は平

成30年排出ガス規制適合車であること 

＊2 ガソリンを内燃機関の燃料とするもので、平成17 

年排出ガス基準75%低減達成車（★★★★）又は平成 

30年排出ガス基準50％低減達成車 

＊3 乗用営業用：令和 2 年度燃費基準達成かつ令和 12

年度燃費基準90％達成車であること 

＊4 乗用営業用：令和 2 年度燃費基準達成かつ令和 12

年度燃費基準70％達成車であること 

（注）各燃費基準の達成状況は、自動車検査証の備考欄に記載 

 
 

（４）2輪の小型自動車 

（総排気量250cc超） 

 

1台について 

年   額    6,000 円 
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区分 

税目 
納税義務者・課税客体 課 税 標 準 ・ 税 率 徴収方法 納  期 

 

（１）軽自動車（電気自動車、

天然ガス車） 

 

自家用 

営業用 

 

 

 

 

非課税 

非課税 

申告納付 

（１）車両

番号の指定

を受ける軽

自動車…そ

の指定のと

き 

（２）自動

車検査証の

記入を受け

るべき軽自

動車…その

記入を受け

るべき事由

のあった日

から15日以

内 

（３）その

他の軽自動

車…軽自動

車の取得の

日から15日

以内 

軽

自

動

車

税

（

環

境

性

能

割

） 

 

取

得

者 

 

（２）軽自動車（ガソリンハ

イブリッド乗用車、ガソ

リン乗用車、ＬＰＧハイ

ブリッド乗用車、ＬＰＧ 

乗用車） 

 

ア 平成30年排出ガス基準

50％低減達成又は平成17

年排出ガス基準75％低減

達成かつ令和12年度燃費

基準80％（注）達成かつ

令和2年度燃費基準達成 

 

  自家用 

  営業用 

 

イ 平成 30 年排出ガス基準

50％低減達成又は平成 17

年排出ガス基準 75％低減

達成かつ令和 12 年度燃費

基準 70％（注）達成かつ

令和2年度燃費基準達成 

 

自家用 

営業用 

 

ウ 平成30年排出ガス基準

50％低減達成又は平成17

年排出ガス基準75％低減

達成かつ令和12年度燃費

基準60％（注）達成かつ

令和2年度燃費基準達成 

 

自家用 

営業用 

 

 

 

 

エ 上記以外 

 

自家用 

営業用 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）令和 5年 4 月 1日～令和 5年 12 月 31 日の期間中に車

両を取得した場合は左記下線部分は令和 12 年度燃費基準

75％達成 

 

非課税 

非課税 

 

 

 

 

（注）令和 5年 4 月 1日～令和 5年 12 月 31 日の期間中に車

両を取得した場合は左記下線部分は令和 12 年度燃費基準

60％達成 

 

1％ 

0.5％ 

 

 

 

 

（注）令和 5年 4 月 1日～令和 5年 12 月 31 日の期間中に車

両を取得した場合は左記下線部分は令和 12 年度燃費基準

55％達成 

 

2％ 

1％ 

 

 

 

 

 

2％  

2％ 
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（３）軽自動車（ガソリンハ

イブリッドトラック、ガ

ソリントラック（2.5t 以

下）  

 

 ア 平成30年排出ガス基準

50％低減達成又は平成17

年排出ガス基準75％低減

達成かつ令和 4 年度燃費

基準＋5％達成（注） 

   

 

   自家用 

   営業用 

 

イ 平成30年排出ガス基準

50％低減達成又は平成17

年排出ガス基準75％低減

達成かつ令和 4 年度燃費

基準達成(注) 

 

 

 

  自家用 

  営業用 

 

ウ 平成30年排出ガス基準

50％低減達成又は平成17

年排出ガス基準75％低減

達成かつ令和 4 年度燃費

基準95％達成（注） 

 

 

自家用 

乗用車 

 

エ 上記以外 

 

自家用 

営業用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）令和 5年 4 月 1日～令和 5年 12 月 31 日の期間中に車

両を取得した場合は左記下線部分は平成 27 年度燃費基準＋

25％達成 

 

非課税 

非課税 

 

 

 

 

（注）令和 5年 4 月 1日～令和 5年 12 月 31 日の期間中に車

両を取得した場合は左記下線部分は平成 27 年度燃費基準＋

20％達成 

 

 

1％ 

0.5％ 

 

 

 

 

（注）令和 5年 4 月 1日～令和 5年 12 月 31 日の期間中に車

両を取得した場合は左記下線部分は平成 27 年度燃費基準＋

15％達成 

 

2％ 

1％ 

 

 

 

2％ 

2％ 

 

市

た

ば

こ

税 

 小売販売業者に売り渡した

製造たばこ等 

 

1,000 本につき6,552円 

 

申告納付 

 

又は 

 

普通徴収 

 

毎月分を翌

月末日まで 

 

 

毎月分を翌

月15日から

末日まで 

卸

売

販

売

業

者

等 

製
造
た
ば
こ
の
製
造
者 
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区分 

税目 
納税義務者・課税客体 課 税 標 準 ・ 税 率 徴収方法 納  期 

入

 

湯

 

税 

 

 

鉱泉浴場（温泉施設）の入湯

客 

 

（１）宿泊客  1人 1泊につき150円 

（２）日帰り客 1人 1日につき100円 

 

 ※ 課税免除 

 ①12歳に達する日以降の最初の3月31日までの間にある 

  者 

 ②共同浴場又は「銭湯（公衆浴場法に規定する公衆浴場）」 

  の入湯者 

 ③入湯料金が1,000円（消費税額及び地方消費税額に相当 

  する額を除く。）以下である施設において日帰りで入湯す 

  る者 

 ④学校（大学を除く。）の生徒等で、修学旅行その他学校 

  行事に参加している者及びその引率者 

⑤医療提供施設において入湯する者 

 

 

 

 

 

 

 

特別徴収 

特別徴収義

務者（鉱泉

浴場を経営

されている

方）は、入

湯客から入

湯税を徴収

し、毎月末

日までに前

月分を納入

する。 

事

業

所

税 

 

 

 

事務所又は事業所において

法人又は個人が行う事業 

 

 

（１）事業所用家屋の床面積1㎡について600円 

 ※ 免税点1,000㎡以下 

 

（２）従業者給与総額の0.25％ 

 ※ 免税点100人以下 

 

 

 

申告納付 

法人は事業

年度終了の

日から 2 月

以内 

 

個人は翌年

の3月15日

まで 

都

市

計

画

税 

所

有

者 

 

 

都市計画法に定める市街化

区域に所在する土地及び家

屋 

 

 

固定資産課税台帳に登録された価格（土地については、負

担調整措置等に基づいて計算された額）の 0.3％ 

 

 

普通徴収 

 

第１期  4月 

第2期  7月 

第3期  12月 

第4期   翌年 

2月 

宿

泊

税 

 

 
 
宿泊施設の宿泊客 

 

宿泊料金（税抜き） 税額（1人1泊につき） 

20,000 円未満 200円  

20,000 円以上50,000円未満 500円  

50,000 円以上 1,000円  

 

 ※ 課税免除 

①学校教育法第 1 条に規定する学校(大学を除く。)の児

童、生徒又は学生で、当該学校が主催する修学旅行その

他学校行事に参加しているもの 

②次に掲げる施設の満3歳以上の幼児で、当該施設が主催

する行事(当該施設全体又は3月31日における年齢で区

分した集団ごとで実施されるものに限る。)に参加して

いるもの 

ア 児童福祉法第39条第1項に規定する保育所 

イ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律第2条第7項に規定する幼保連

携型認定こども園 

ウ 児童福祉法第6条の3第9項に規定する家庭的保育

事業、同条第 10 項に規定する小規模保育事業又は同

条第12項に規定する事業所内保育事業を行う施設 

③前2号に規定する学校行事又は行事の引率者 

特別徴収 

特別徴収義

務者（宿泊

施設を経営

されている

方）は、宿

泊客から宿

泊税を徴収

し、毎月末

日までに前

月分を納入

する。 

なお、一定

の要件を満

たす場合、

申告納入期

限の特例を

受けること

により、年 4

回の納入と

する。 
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２　税務機構及び事務分掌 （令和6年4月1日現在）

市税等に係る予算・決算資料の総括、税務に係る調査統計

地方譲与税・府税交付金、地方特例交付金、府民税取扱委託金

部・課の庶務 、納税貯蓄組合

更なる効率的な執行体制の確立、税務職員の人材育成・税務関係の研修の総括

行政不服審査法の審理手続き

固定資産評価審査委員会及び京都市第２行政不服審査会の事務

 行財政局長

 財政担当局長

課の庶務

固定資産税・都市計画税の課税事務効率化の立案・推進及び調整

 家屋評価要綱の策定、家屋評価方法の企画・指導

大規模家屋（市長が指定するものに限る。）の評価

土地評価要綱の策定、土地評価方法の企画・指導

標準地・路線価等の設定

 償却資産評価要綱の策定、償却資産評価方法の企画

固定資産課税台帳（償却資産分）の閲覧 

 （注）表中　　　は主な事務である。

１部２課（部長級１、課長級４、係長級１４）

宿泊税の賦課

担 　当 　係　 長

固定資産税に係る証明・閲覧・縦覧の指導

固定資産税（償却資産分）・特別土地保有税の賦課、申告指導等

 事務室

担 当 係 長

担 当 係 長 市税条例等の制定・改廃、市税等の法令解釈

担 当 課 長

（税制企画・宿泊税担当）

税務事務電算化の立案・推進及び調整

税務証明（評価証明を除く。）の指導

資 産 税 課 長

家 屋 係 長

土 地 係 長

地方税制の調査・研究、市税制度の企画・立案

資 産 税 係 長

個人市民税（普徴分）賦課事務の管理・改善

固定国有資産等所在市町村交付金に係る請求等

償 却 資 産 係 長

担 当 係 長

担 当 課 長 税 務 推 進 係 長

（ 税 務 推 進 担 当 ）

担 当 係 長

固定資産税・都市計画税賦課事務の管理

宿 泊 税 係 長

行財政局税務部

管 理 係 長

固定資産評価
審査委員会

税 制 課 長

税 制 係 長

企 画 係 長 税務事務効率化の企画・推進及び調整

固定資産評価員

税務部長
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 （注）表中　　　は主な事務である。

（諸税・高額徴収）

納 税 室 長

担 当 係 長 制

指 導 第 二 係 長

指 導 第 三 係 長

担 当 課 長

管 理 係 長

納 税 推 進 課 長

諸税徴収第一係長

諸税徴収第二係長

高額徴収第一係長

担 当 係 長 制

個人市民税（特別徴収）、法人市民税、固定資産税（償却資産）、
宿泊税、事業所税等に係る市税徴収金の滞納整理、納税相談・納税指
導

市税徴収金の滞納整理
（高額・困難事案に限る。）

担 当 係 長 制

高額徴収第二係長

納 税 第 四 課 長 担 当 係 長 制

個人市民税（普通徴収）、固定資産税（土地家屋）、都市計画税、
軽自動車税に係る市税徴収金の滞納整理、納税相談・納税指導

市税徴収事務の管理・改善
決算資料の作成、課の庶務
滞納整理事務の管理・改善・指導
滞納整理事務に係る研修
室の庶務

収 納 企 画 係 長

指 導 第 一 係 長

市 民 税 第 一 課 長

固定資産税第一課長

固定資産税第三課長

納 税 第 五 課 長

納 税 第 六 課 長

納 税 第 三 課 長

収 納 対 策 課 長

納 税 第 一 課 長

納 税 第 二 課 長

土 地 第 五 係 長 （上記土地第二係長と同じ。）

家 屋 第 二 係 長

家 屋 第 四 係 長

市 民 税 室 長

（市税事務所長兼職）

特 別 徴 収 係 長

（上記家屋第一係長と同じ。）

法 人 税 務 課 長

（上記家屋第一係長と同じ。）

軽自動車税の賦課、軽自動車税に係る証明、標識の交付

市税収入管理、口座振替、納税啓発
市たばこ税の賦課
市税に係る過誤納金の還付
市税に係る証明
住宅用家屋証明

担 当 係 長

土 地 第 八 係 長

土 地 第 六 係 長

担 当 係 長 制

担 当 係 長 制

納 税 推 進 係 長

軽自動車税事務所の庶務

３室１事務所（部長級３、課長級１９、係長級７１）

個人市民税（普通徴収）の賦課市 民 税 第 二 係 長

土 地 第 二 係 長

固定資産税・都市計画税（家屋分）の賦課
固定資産税課税台帳の縦覧・閲覧

固定資産税第四課長

家 屋 第 八 係 長

（上記家屋第一係長と同じ。）

（上記土地第二係長と同じ。）

担 当 係 長

（上記市民税第二係長と同じ。）

家 屋 第 七 係 長

室の庶務
固定資産税・都市計画税（土地分）の賦課
固定資産税課税台帳の縦覧・閲覧

家 屋 第 五 係 長

家 屋 第 六 係 長

土 地 第 七 係 長

（上記家屋第一係長と同じ。）

（上記土地第二係長と同じ。）

（上記家屋第一係長と同じ。）

行 財 政 局 長
土 地 第 三 係 長

土 地 第 四 係 長
財政担当局長

家 屋 第 三 係 長

（上記土地第二係長と同じ。）

市税事務所長 固 定 資 産 税 室 長

（上記土地第二係長と同じ。）

（上記土地第二係長と同じ。）
固定資産税第二課長

家 屋 第 一 係 長

土 地 第 一 係 長

（上記家屋第一係長と同じ。）

（上記市民税第二係長と同じ。）
市 民 税 第 三 係 長

市 民 税 第 二 課 長
市 民 税 第 四 係 長

事 業 所 税 係 長

固定資産税・都市計画税（土地分）の賦課
固定資産税課税台帳の縦覧・閲覧

市税事務所

市 民 税 第 五 係 長
市 民 税 第 三 課 長

市 民 税 第 六 係 長

入湯税及び事業所税の賦課

市 民 税 第 七 係 長
市 民 税 第 四 課 長

市 民 税 第 八 係 長

法 人 市 民 税 係 長

室の庶務
個人市民税（普通徴収）の賦課

軽自動車税事務所長

軽 自 動 車 税 係 長

固定資産税・都市計画税（家屋分）の賦課
固定資産税課税台帳の縦覧・閲覧
非木造家屋評価案件の配分調整

非木造評価業務推進係長

事務所の管理
市税に係る証明
証明及び閲覧の手数料の調定及び徴収

庶 務 係 長

（上記市民税第二係長と同じ。）

市 民 税 第 一 係 長

法人市民税の賦課
個人市民税（特別徴収分）の賦課

（上記家屋第一係長と同じ。）
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３ 税務職員数

（1）職員数の推移（各年度とも5月1日）
(単位：人)

　　　年度
区分

(単位：人)
　　　年度

区分

（注）「行財政局　市税事務所」の欄の26年度以前については、区役所・支所の人数。

（2）職員数の明細（令和6年5月1日現在）

ア　行財政局　税務部
(単位：人)

所属
課
長
職

6 1 10

6 8

9 1 14

4 1 6

5 1 8

3 4

6 7

6 7

45 4 64

（注）税務部長は税制課管理担当に含んでいる。
（注）事務職員のうち、資産税課の（　　　　）内は再任用職員数（内数）である。

476
(     56  )

540

03年度

(     1  )

(     51  )

(     46  )

06年度

64
(     2  )

479
(     44  )

543
(     57  )

05年度

553

63

486

549

64
(     1  )

計 (     50  )

行財政局　市税事務所 (     49  )

行財政局　税務部 (     1  )

行財政局

行財政局　市税事務所

(     2  )

(     54  )

(     56  )

63 64

(     52  )

計

04年度

(     1  )

(     56  )

(     57  )

63

489

552

64

489

（令和）
01年度

(     2  )

(     53  )

(     53  ) (     56  )

(     54  )

(     2  )

(     55  )
601601

64 72 73

528529536

30年度29年度

557556

619 621 600

27年度 28年度

02年度

(     51  )

(     2  ) (     2  )

(     49  )

(     51  )

税制課

資産税課

担当

管理担当
企画担当

税制担当

税務推進担当

宿泊税担当

資産税担当
効率化担当

家屋担当

土地担当

償却資産担当

(1)

1

1

部
長
職

2

2

4

1

2

1

事
務
職
員

係
長
職

1

(2)

(1)

(1)

（注）（　）内は再任用職員数（内数）である。ただし、元年度までは非常勤嘱託員、2年度から４年度は
　　会計年度任用職員１名を含む。

26 (2)

合計 (2) 14 1 (2) 64

38

(1)

合
計

計
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イ　市税事務所

所属 担当
課
長
職

部
長
職

市民税第一担当 24 (2) 3 1 1 29 (2)

市民税第二担当 26 (1) 2 1 29 (1)

市民税第三担当 21 (4) 2 1 24 (4)

市民税第四担当 23 (2) 2 1 26 (2)

法人税務担当 29 (1) 4 1 34 (1)

固定資産税第一担当 29 (5) 4 1 1 35 (5)

固定資産税第二担当 28 (3) 4 1 33 (3)

固定資産税第三担当 23 (3) 4 1 28 (3)

固定資産税第四担当 33 (3) 5 1 39 (3)

収納対策担当 20 (1) 8 2 1 31 (1)

納税第一担当 19 (4) 5 1 25 (4)

納税第二担当 18 (2) 5 1 24 (2)

納税第三担当 19 (3) 5 (1) 1 25 (4)

納税第四担当 16 (2) 5 1 22 (2)

納税第五担当 16 (3) 5 1 22 (3)

納税第六担当 13 4 1 18

納税推進担当 19 (1) 2 1 22 (1)

10 (3) 2 1 13 (3) 13 (3)

386 (43) 71 (1) 19 3 479 (44) 479 (44)

（注）市税事務所長は市民税第一担当に，固定資産室長は固定資産税第一担当に，納税室長は収納対策担当に含んでいる。

（単位：人）

事
務
職
員

係
長
職

計
合
計

（注）事務職員及び係長職のうち（　　　　）内は再任用職員数（内数）である。

189 (17)納税室

市民税室 142

135

軽自動車税事務所

合計

固定資産税室 (14)

(10)
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（単位：千円）

5,616,950 5,808,408

2,330,949 2,348,233

1,043,899 1,104,799

606,671 624,973

3,981,519 4,078,005

旅　　費 2,726 4,638

賃　　金

そ の 他 1,632,705 1,725,765

計 1,635,431 1,730,403

納期前納付報奨金 0 0

納税奨励金 0 0

計 0 0

ウ そ　の　他 0 0

1,635,431 1,730,403

320,060,232 317,816,000

1.8% 1.8%

1.2% 1.3%

0.5% 0.5%

547 人 550 人

(注) 1

2

3

 

物
件
費

(Ａ)徴収費計 (ａ＋ｂ)

5年度決算額 6年度当初予算額区　　分

人
件
費

基　本　給

諸　手　当

そ　の　他

４　徴　税　費

人 件 費 計 (ａ)

 

税　務　関　係　職　員

徴
税
費
の
割
合

徴税費合計(Ａ)／(Ｂ)

人 件 費 (ａ)／(Ｂ)

物 件 費 (ｂ)／(Ｂ)

人件費、物件費及び税務関係職員数には情報化推進室関係分を含んでいる。

（1）令和5年度決算額及び令和6年度予算額

還付金、還付加算金を除く。

人件費及び情報化推進室関係経費は推計である。

ア
需
用
費

イ
報
奨
金
等

物 件 費 計 (ｂ)

(Ｂ) 市 税 収 入 額
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２年度決算 ３年度決算 4年度決算 5年度決算
千円 千円 千円 千円

295,943,361 301,943,411 311,852,055 320,060,232

個 人 府 民 税 収 入 ② 30,322,236 29,821,024 30,388,714 30,962,984

計 ③ 326,265,597 331,764,435 342,240,769 351,023,216

徴 収 費 （ 推 計 ） ④ 5,899,866 5,340,965 5,927,489 5,616,950

人　　　件　　　費 ⑤ 4,204,546 4,058,562 4,147,761 3,981,519

物　　　件　　　費 ⑥ 1,695,320 1,282,403 1,779,728 1,635,431

市 税 ・ 徴 収 割 合 ④／① 2.0% 1.8% 1.9% 1.8%

人　　　件　　　費 ⑤／① 1.4% 1.3% 1.3% 1.2%

物　　　件　　　費 ⑥／① 0.6% 0.4% 0.6% 0.5%
（2.10.1）　　人 （3.10.1）　　人 （4.10.1）　　人 （5.10.1）　　人

1,464,890 1,453,956 1,448,964 1,443,486
世帯 世帯 世帯 世帯

726,665 731,571 739,344 745,630
円 円 円 円

4,028 3,673 4,091 3,891

１ 世 帯 当 り 徴 税 費 ④／⑧ 8,119 7,301 8,017 7,533

人 口 １ 人 当 り 市 税 収 入 ①／⑦ 202,024 207,670 215,224 221,727

１ 世 帯 当 り 市 税 収 入 ①／⑧ 407,262 412,733 421,796 429,248

（3.3末）　    人 （4.3末）　    人 （5.3末）　    人 （6.3末）　    人

556 559 554 547
千円 千円 千円 千円

10,611 9,554 10,699 10,269

人　　　件　　　費 ⑤／⑨ 7,562 7,260 7,487 7,279

物　　　件　　　費 ⑥／⑨ 3,049 2,294 3,213 2,990
千件 千件 千件 千件

4,592 4,549 4,573 4,591
円 円 円 円

1,285 1,174 1,296 1,223

人　　　件　　　費 ⑤／⑩ 916 892 907 867

物　　　件　　　費 ⑥／⑩ 369 282 389 356
千円 千円 千円 千円

2,034,499 2,026,872 2,029,647 2,000,621

府 民 税 徴 収 費 割 合 ⑪／② 6.7% 6.8% 6.7% 6.5%

全税収に対する府民税の割合 ②／③ 9.3% 9.0% 8.9% 8.8%

(注) 　1　還付金、還付加算金を除く。

　2　人件費及び情報化推進室関係経費は推計である。

（2）徴税費等の推移

⑪

⑧

⑩

④／⑩

う
ち

④／⑨

う
ち

区　　　　　分

⑦

④／⑦

⑨

（参考）

①市 税 収 入

う
ち

１ 件 当 り 徴 税 費

府 民 税 取 扱 委 託 金

（参考）

う
ち

人 口

世 帯 数

人 口 １ 人 当 り 徴 税 費

職 員 １ 人 当 り 徴 税 費

税関係職員数(情報化推進室職員を含む)

市 税 調 定 件 数

-165-



-166-


